
 

（様式１－３） 

福島県（川内村）帰還環境整備事業計画 帰還環境整備事業等個票 

                             令和２年１月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 47 事業名 川内村町分地区再生賃貸住宅整備事業 事業番号 (1)-5-1 

交付団体 川内村 事業実施主体（直接/間接） 川内村（直接） 

総交付対象事業費 （0(千円)） 

277,532（千円） 

全体事業費 （0(千円)） 

277,532（千円） 

帰還環境整備に関する目標 

東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故に伴い、長期避難者や転出等により人口減少が進んでいることから、川

内村の中心地域である町分地区に住宅環境を整備し、避難者の帰還促進及び定住人口の増加を目指すことで復旧・復興

を促進し、村の賑わいと活気を取り戻すことを目標とする。 

事業概要 

◎整備内容 

川内村の町分地区において景観に配慮した魅力ある住環境の整備として、緑地帯を含む戸建て住宅１０戸を整備する。 

 

 

○『川内村第 5次総合計画』（平成 30年 3月策定）の位置づけ 

    第 4章 基本計画 基本施策④：安心・安全な快適環境の村づくり 

P５０ ④－2住環境の整備 主要取組 １．村営住宅の整備、５．総合的な住環境整備 

 

●『川内村まち・ひと・しごと創生総合戦略』（平成 28年 3月策定）の位置づけ 

Ⅲ総合戦略 

３．川内村総合戦略における戦略目標及および政策 

（４）戦略目標４ 固有の環境を生かした“むら”ならではの生活空間を実現する 

当面の事業概要 

＜令和２年度＞ 

 再生賃貸住宅整備 

＜令和３年度＞ 

 再生賃貸住宅供用開始 

地域の帰還環境整備との関係 

村内に住環境を整備することにより、定住人口の増加と村民の帰還環境の整備が図られ、地域の復興につながる。 

関連する事業の概要 

 福島再生賃貸住宅整備事業により戸建て住宅を１０戸整備する。 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 


